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は じ め に
1950-1952年の戦後 の国民 経済復興期(以 下 は 「過度 期」 と略す)を 終えた
中国は,1953年に長期経済計画に基づ く経 済建設 を始 めた。 これが第一次五 カ
年計 画(1953-1957年,以下 「一.一・五」計画 と略す〉で あ る。 この期 間に,中
国は生産手段所有制の社会主義的改造,中 央 集権 的計画経済 を実施す ると同時
に,重 工業の優先的発展を中心 として,大 規模 な経済建設 を推進 した。 この よ
うな政策 は当時のみな らず,現 在 の中国経済体制改革 にも大 きな影響を与えて
い る。それでは 「一 ・五」 計画 とは どのよ うなもので あったのか,ど の ような
特徴 を持 っていたのか,ま た どのよ うな問題 を残 してい るのか とい う課題が,
私た ちに与え られている と同時に,そ の策定 の要 因は何だ ったのか も,改 めて
検討 され る必要がある.と言えよ う。
このよ うな問題 意識 に基づ き,本 稿 では,「一 ・五」計画 の成 立の背景 とそ
の基本 目標 とを明 らか にす る ことを 目的 とす る。そ のために,「学 ・五」計画
の土台 と しての過度期 の政策方針 を踏 まえた上で,そ の策定の要因 と目標設定
とを検討する ことにする。
1過 度期の政策方針と計画化
中央集権的計画経済体制 と 「一 ・五」計画の策定を考察する場.合,その土台
とな り,.出発点となっている過度期の経済社会の実態,及 びそれに対 して種々
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の施策を行 う政策主体 の目的,並 びにその特徴 を無視 す ることがで きない。 こ
こで は先ず,過 度期の経 済政策 と路線方針 について考察す ることに したい。
1.過度期の経済政策と計画化
過度期の初期に中国国民経済には,多種の異なる所有形態が存在 していた。







いわゆる官僚資本とは,主 に旧国民党政府(中 央政府,.省政府,市 政府及び





資本は軽工業生産,銀 行,鉄道,自 動車道路,航 空運輸,貿 易商社の大部分を
も掌握 していた㌔ つまり,官僚資本は旧中国経済の中枢を独占 していたので
ある。ζの官僚資本は,国家権力 と結び付いて国家独占資本 となった。 このよ
うな状況の下,「国家独占資本主義は,社 会主義のための最 も完全な物資準備
であ り,社会主義の入口である」21とい う,レーニン主義の理論に従 った中国共
産党は,官僚資本家階級独裁の国家を覆 して,こ れをプロレタリア独裁の国家
に変えさえずれば,こ うした国家独占資本主義経済から社会.主義国営経済に変
1)酵 暮橋 ほ か,r中 国 国民 経 済 の 社会 主 義 的 改 造 』,外 文 出版 社,1964年,27ペ ー ジ。
2)同.ヒ,2呂 ペ ー ジ。
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革す るこ とがで きる,と 考 えていた。
人民革命 の勝利 の結果,旧 国民 党政府 と官僚資本家階級が所有 していたすべ
ての工場,鉱 山,鉄 道,汽 船,郵 便,銀 行,.商店,そ の他の企業が没収され,
社会 字義 国家所有 の もとに置かれ ることにな った。 それ によって,新 中国政府
は経 済の中枢 を掌握す るようになった。.関係統計資料 によると,1949年に国営
経済は.全国電力生産量 の58%,石炭生産量の68%,銑鉄生産量の92%,鋼 生産
量の97%,セ メ ン ト生産量の68%,綿 糸生 産量 の53%をそれぞれ 占め,全 国の
鉄道及び近代 的交通運輸機関,銀 行,国 内商業,対 外貿易業務のほ とん どを掌
握す るに至っだ,。..
② 協 同化 政策
協 同化 政策 とは,農 業,手 工業,そ の他 の単独経営 に対す る協同化政策を指
す。
① 農業につ いて見 る と1950年6月 に.「中華 人民共和国上地改革法」が制
定 された。その 目的は,政 府が地主階級の土地,必 要限度 を超 える家屋,そ の
他の生産手段 を没収 し,こ れ を土地 を持たない,あ るいは僅か しか持た ない農
民 に無償 で分 与す ること,即 ち,封 建地主階級 の土地所有制 を農民の土地所有
制 に変え,農 村 生産力 の発展 を促進す ることにあ った。.それ によ り,農 村の経
済関係が基本的に改 め られ,農 民 の間にかつて見 られなか った生産意欲が生 ま
れたのであ る。
しか し,単 独経営経 済の下で は土地やその他 生産手段 をそれぞれの農家が分
散的 に使 用 し,一 つの農家が一つ の経営単位 とな.ってい るために,労 働過程で
協業 と分業を行 うことが不可能で あった。 また,土 地を合理 的に使用す るこ と
も新式の機械 設備を取 り.入れる こともで きず,さ.らに,人 力,生 産資料 をよ り
.多 く必要 とす る劣 等地における基本建設 を進め ることもで きなか ったため,労
働生産性 は低 く,農 業部門の拡大再生産 は望むべ くもなか った。





せることの困難性に直面 して,ま た,中 国の農民が従来労働面での互助的,協
業的習慣を持っていることを考慮 して,販売 ・購買協同組合と信用協同組合を

















4)農 業生産互助 組は,農 家 は各 自土地 及び他の生産手段 を所有 し,各 自が独 立経営 の基礎 の上 に
集団的労働に参加 して,.部 の役畜や農具 を互い に交換する(互 いに交換す る際に,完 全 に相殺
で きない部分については,現 金,あ るい は現物で補 う)特 徴を持つ組織 である.そ の形態 には,一時的互助組 ,季節 的互助組,経 常的互助組があ る。
初級 農業生産協同組 合は農業生産互助組合で,土 地及び生産 手段 の私 的所有 と集団労働 との矛
.盾 を克服 するために,農 業生産互助組 より,新 しい,よ り高い段 階の互助,協 同の形頓であ る。
それぽ土地 の出資 と統..・的 な経営 を特徴.とする ものである,
5)日 中経 済専 門家共 同編集 『現代中国経済事典j日 本総研 出版,】982年,67ペー ジ。






③ その他の単独経営(小 商人,行 商人)に ついて見ると,過度期に都市と







取 り,一切の生産用具を,国 家,即 ち,支配階級として組織されたプロレタ,,
アの手に集中 し,生産力の量をで きるかぎり急速に増人させるために,そ の政
治的支配を利用するであろう」という,マ ルクス主義の基本原理が適用された。
これにより中国政府は中国民族資本主義の両面性に照らして,資本主義的工商
業の社会主義的利用 とその制限,改 造を実施した。両面性 というのは,民族資
7)手 工業販売 ・購買班は,単 独経営の手工 業者または小企業主のみで構成,国 営商業や販売,販
売協 同組合 を通 じて原料を買い入れ,製 品を販売 し,加工 の発注 を受 けるための組織 である。
.手工業販売 ・購買協同組合は,手 工業販売 ・購買班 と比べて一歩進んで,「原材料 の仕.入れの面
における共通の困難を解決 し,製 品を統一 的に販売す るために組織 した ものである。 こうした組
織形態 は,.初めの問は統一的に原料 を受 け取 り,統.一・製品 を収め,分 散 して生産する もので あっ
て.家 族 ごとに出.資金 を納 めはするが,工 具や設備 などは私的財産であ った.生 産 の発展 と組合
員の 自覚の向上に伴って,生 産過程 の一部で集団的 な生産 を行 うよ うになって行 った.
8)協 同班はその成員に代わ って社 会主義商業部門か ら取次販売,代 理販 売,あ るいは代理購買の
業務を統一.一的に請け負 い,商 品の仕入れを統一的に行 う組織である。商品の販売,損 益 の計算な
どは依然 としてそれぞれが単独で行 うことは基本的に改め られていないが,社 会.正義商業の取次
販 売,代 理販売 を引き受 けるとい う条件の下で,社 会.主義 的商業形態 の一つ になった。商品化.入
れの面で社 会主義経済 に依存す るのみな らず,販 売価 格の面で も国家 の規定 にしたがわ なければ
な らなか った。
協 同商店 は商 品の仕入れを統一的に行 うのみな らず,商 品の販売 を統一的 に行い,損 益の計 算
















とい うのは,国営経済と人民の生活 とに取って不利に働 く条件を制限すること
を日的としている。労働保護政策,価 格政策,課 税政策,企 業利益配当の管理
などによるその活動範囲に対する制限,原 料や商品の供給源と市場 との統制に
よるその開業,休業などの営業に対する規制がそれである。こうした制限政策


















過度期 に,中 国国民経済の計画化 の基盤が確立 した後 も,ま だ三つの基本 的
な所有形態が併存 し続 けていた。① 社 会主義的 国営経済。それは,国 民経 済
の中枢 を掌握 し,所 有形態のなかで も主導 的地位 を占めていたが,ま だ絶対 的
地位 とい うほ どには達 していなかった。② 農業 と手工業及びその他 の単独経
営経済D農 民の単独経 営経 済は農村 においてはほ とん ど唯一の所有形態で あ り,
経済全体のなかで も圧倒 的地位 を占めていた。③ 資本主義的工商業。 これ は,
工業 と商業においてまだ相 当大 きな比率 を占めていた。
社会主義経 済を発展 させ るため,中 国政府 は1952年に過度期 の総路線 を提起
した(国 家政策 としたのは,1954年9月20日に制定された 「中華人民共和国憲
法」,いわ ゆ る 「1954年憲法」で ある)。それ は,「十分時間 をか けて国家 の社
会主義工 業化 を実現 し,併 せ て農業,手 工業及び資本 主義工商業の社会主義改
造を一歩 一歩 な しとげてゆ くことを,国 家 の基本任務 とす る」1の,とい うもの
であ る。.要す るに,そ の中心 は社 会主義工業化 の建 設であ る。即 ち,「社会主
義社 会を打 ち立 てる真 の,そ して唯一の基礎 はただ一つで あ り,そ れはつ ま り
大工 業で ある」mとい うレー.ニンの基本理論,及 び 「工業が存在 しな けれ ぼ,
強固な国防 も人民 の幸福や利益 も国家 の富 強 も存在 しない」1ε〕とい う毛沢東 の















大な重工業を打ち立てることによって,即 ち,近 代的な鉄鋼業,機 械製造工業,


























ある。こgよ うな障壁を打ち破る方法として,中 国政府は計画経済,即 ち国民
経済発展の計画化の必要性を認め,そ して,「1954年憲法」に,「国家は経済計
画によ り,国民経済の発展 と改造を指導して絶えず生産力を高め,これによっ




n「 一 ・五」計画の策定 と基本 目標
1.「一 ・五」計画の策定過程 とその成立の要因
そ もそ も,「一 ・五」計画は1953-1957年に実施 に移 され ることにな っていた
が,「資源調査 が欠乏 し,統 計 資料 も少な く,各 種経済形 態が併 存 し,わ れわ
れ に長期計画を編 成 した経験が な く,建 設工作 の経験 も十分で ない。 国家 の全
体状況か ら言 えば,1950年に朝鮮戦争が始 ま り,1953年7月に至 ってや っと停
戦が実現 し,わ が 国の建 設に対 して ソ連が援助す る156のプ ロジ ュク トの主要





`の李 富春 の報告 にあるよ うに
,1955年まで公表されなか った。 それまで に次 の
よ うな経 緯があ った。
過度期 の総路 線(そ れ は1952年毛沢 東 によって提 起 され た のだ が,事 実上
1951年に毛沢東 は既 に構想 し始 めていた)15}に基 づいて1951年 か ら 「一 ・五」
計画の策定作業が毛沢 東の直接 の指導 の下 に本格的 に着手された。1952年8月,
中央人民政府政務院財 政経 済委員会(1949年10月21日設立,国 家計 画委 員会の
前 身,表1-1参 照)が 「五 カ年計画輪廓草案」を編成 した後,周 恩 来を代表 と
す る中国政府代表団 はモ スクワを訪 れ,ソ 連政府 に中国の 「一r.五」計 画につ
いての意見 を求め,対 中援助 を要請 した。 同年11月,経 済の計画化 と大規模 な
経済建設 の需要 に適応す るために,行 政機構 の改革が行われ,中 央人民政府 の;
直.属機 関 として国家計画委 員会(主 席 に高 尚,1953年9月に李富春 ら副主席を
増補,1953年ユ2月,高尚がいわゆ る 「反党事件」で解任 された後,主 席に李 富
春)が 新設 され た。 これ には五 カ年計画 の編成 な らびに実施の監督 など,計 画
問題 に関す るか ぎ り政務 院にない強大 な権 限が付与 された(「1954年憲法」 の
制定に伴 う行政機構改革 によって,政 務 院が 国務 院に改称,国 家計画委員会 も
国務院所属,主 席 も主任 に改め られ,各 部,各 委 員会 と同格の位置 に付 けられ
た。勿論格 下げ といっ.ても,計 画の策定 と実施 の中枢機関であ ることに変わ り.
は ない)。1953年5月,ソ連 政府 の対 中援助 第二 回分 の91の項 目が確定 された.
後,中 国政府は一一連 の会議 を開 き,計 画案 について繰 り返 して調整,補 足,修
正 を加 えた。作業が終 了 したのぽユ955年2月であ った。次 いで翌月 に開催 され
た 中国共産党全 国代表 大会で,国 家計画委員会 よ り上提 され た 「中華 人民共和
国発展国民経済の第一次 五カ年計画草案」が通過 し,そ して,国 務 院よ り全国
人民大会 に.ヒ挺す ることが可 決された。同年7月30日,第一 一期 全国人民大会第
二 回会議(一 期 全人代二 回会議〉 にお いて,「中華人民共和 国発 展国民経済 の
第一次五 カ年計画」.(1953-1957年)が承認 された。.




組 織 名 称 主 要 責 任 者 任命年月 日 注
財政経済委員会 主 任 陣雲 主要成員は主任 ・副
副t任 薄一波,馬 寅初 1949.10.19主任の外に,主 に各
李富春 1950.4.11部 署 ・行 ・局 の 正 副
曽山,買拓夫,葉 季壮 1952.8.7責任者からなる。
登子恢 1952.口.15
財 政 部 部 長 薄 ・波
副部長 戎子和,王 紹敢 1949.10.19
陳国棟,範 醒之,呉波 1952.8.7
貿 易 部 部 長 葉季壮 1952年8月7日,対
副部長 眺依林,沙 千里 1949,10.19外貿易と商業部成立
宮任民 ユ95工.9.3 後,貿 易部は廃止
重 工 業 部 部 長 陣雲 1949.10.19
李富春 .1950,4.11
王鶴壽 1952.8.7
副部長 打戻工,仲 林,劉 鼎 ユ949.10.19
呂東,頼 際発 1952.8.7
燃料工業部 部 長 陳郁
副部長 李一範,具 徳 1949,ユO.191950年9月51.1に呉
劉瀾涛 1950.9.5徳副部長免職
李人後 1952.8.7
紡績 工業部 部 長 曽山 1949,10.19
蒋光鼎 1952.8.7
副部長 銭之光,陳維稜,張 琴秋 1949,10.19
食 品工業部 部 長 揚立三 1952年10月26日に廃
副部長 宋裕和 1949.10.19止
軽 工 業 部 部 長 黄炎培
副部長 楊衛rE,恭飲氷 1949.10.19
モ新冗,高 文華 1952.U.ユ5
鉄 道 部 部 長 騰代遠
副部長 円上操,武 競天,石 志仁 1949,10.19
上世泰,郭 洪涛.、 1952.8.7
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税 関 総 署 署 長 孔源 1952年12月25日対 外
副署長 丁貴堂 1949.ユ0.19貿易部に配属,孔 源
は対外貿易部副部長
兼税関総署署長に任命
中国人民銀行 行 長 南漢展 1949.10.19
副行長 胡景云
国家統計局 局 長 辞暮橋 1952.8.7
出所.=中央楼案館 ・中国社 会科学 院編 「1949-1952中華人民共和国経済格案資料選編』(総合
巻),中「耐.1:会科学出版社,】錫2年,5駆,563-568ペー ジにより作成、
従 って,計 画の編成に着手 してか ら承認 まで4年,一 次計画 に入 ってか ら2
年半 とい う時間を要 した ことになる。上述 の中国政府側の説明は極 めて説得 的
であ り,そ の どれを取 って も計画 を遅 らせ るに十分 な理由であ る。 しか もこれ
は主 な理由を網羅 していた と考 えられ る。 しか し,そ れに もかかわ らず 中国は
五 カ年計画に敢えて踏み切 った。 それ には,過 度期 において中国の国内の経済
計画化の基礎 が基本的に確立 された とい う要因のほか に,そ れまで の東欧社会
主義諸国 と りわけ ソ連 の計画経済の実績,及 び物 質的援助 と技術 的指導 による
ところ も大 きかったと考 えられ る。
まず,毛 沢 東は1953年2月7日,全 国 に対 して 「ソ連 に学ば なければ ならな
い」(「向 ソー辺倒」)と指示 した。 この指 示に基づ き,中 国政府 は1953年4月
23日「ソ連共産党史」か ら1921-1925年の国民経済回復期,1926一ユ929年の社会
主義工業化 の時期,1930-1934年の農業集団化の時期,1935-1937年の社 会主義
社会 の成立 ・新憲法採択の時期 までを抜粋 し,幹 部教育の ための学習資料 とし
て配布 した。 これか ら見て も中国政府 の 目的は極 めて明 白であ る。それは,マ
ルクス,レ ー ニン,.スター リンの思想 に学ぶ のみ ならず,ソ 連の社会 主義建設
の歴 史経験 に学ぶ ことによって,中 国の経 済建設,と りわ け五 カ年計 画の遂行
における失敗 を可能なか ぎり免れよ うとす る ものであ った。
次 に,ソ 連 も中国政府の要求に応 じて,大 規模,全 面的,系 統 的な各種援助
を与 えた。技 術協 力 と設備供給 の面で は,新 企業立地の選定,設 計基礎資料の
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収集,設 計 の実施,設 備の供給,建 設,機 械据 え付 け,さ らには操業 開始運転
か ら製品の製造,新 製 品製造の技術 資料 の無償供与 に至 るまで の全面的な援助
を行 った。 しか もその技術 と設備は,ソ 連 の最新 の水準 の ものであ った と言わ
れている。さ らに,ソ 連 は技術協力 に必要な技術専 門家 を中国 に派遣 し,現 場
の直接指導 と中国人技術者 の養成 に当た った。それのみな らず,多 くの 中国人
技術要員を ソ連 の工場や学校 に呼 びよせて教 育 と実地訓練 とを施 し,中 国の技
術体制の基礎 づ くりに協力 した。 中国側の統計に よる.と,1950年代(主 と して
「一 ・五」計 画期)に,ソ 連及 びその他 の東欧社会主義諸国か ら中国に派遣 さ
.れた 各種専 門家 の数 は,8,0⑪0余人に達 した。他方 で ソ連及びそ の他 の東 欧社
会主義諸 国 は,7,000余人の 中国人を受 け入 れ養成 した16)。資 金供給 の面 で も.
ソ連 は中国に多額 の援助 を与え,低 利(年 利1-2%,償 還期 限 は2～ユO年〉
ない し無利息で巨額な借款 を与 える とともに,両 国間の貿 易において,中 国 に
設備,器 材 を安価 に供与 した。 中国側 の統計 による と,.1950-1957年までの ソ
連 か ら.の純 経済借 款及 び供 与物 資 は,合 計52億9,400万旧 ルー ブ ル(約22億
4,8⑪0万ドル)に 達 しだ%
以上の こ とか ら,ソ 連に蓄積 され た経験,ソ 連 によって作 られた手本,ソ 連
の与 えて くれ る各種の援助は,中 国経済 の計画化 と五 カ年計画の遂行 を可能 に
した決定的 な条件であ った と言えよ う。
2.「一 ・五」計画の基本目標
「一 ・五j計 画では,① 主 な力 を結集 して,ソ 連 の援助 に基づ く156の建設
項 目(最 終 的に確 定 され たのは154の項 目で あった)70)を中心 に,全 体 で694の
大 巾型建設項 目か らなる重工業建設計 画を進 め,社 会主義工業化の初歩的な基






農業 と手工業及びその他 の単独経営経済 に対す る社会主義的改造の初歩 的な基
礎 を確立す ること,③ 資本主義的工商業 を基本的 に多様 な形 態の国家資本主
義の軌道に乗せ,社 会主義改造 を確立す ることが,基 本任務 とされ ていた。
そ して,こ れ らの基 本任 務 をめ ぐって,..「∵ ・五」計画で は,社 会 主義 国民
経済の建設及 び社 会主義的改造 などの面で,次 のよ うな具体的 な計画 目標が設
定された。
〔D工 業生産
工業建設 は ト.・五」計 画の.中心 であ り,そ の なかで もソ連か ら援助 を受 け
た156項目の建設 は工業建設の 中心 とな るものであった。156項目のなかには,
若干 の黒色冶金連合企業,有 色冶金工場,石 炭坑道,選 炭工場,石 油加工工場,
機械製造工場,自 動車工場,エ ネルギー工場,電 力 機械 製造工場,化 学工場,
水 力 ・火力発 電所 及び若干 の軽工業工場が含 まれていた。
そのた めに,「一..一五」計 画で は,全 国の経 済建 設 ならびに文 化教 育の発展
のための予算額 として,合 計766.4億元(金 換算7億両,即 ち,2,187.5キログラ
ム)が 計上 され た。 この うち,基 本建設(固 定資産増加)投 資額が427,4億元
で,支 出総額 の55、8妬,残りの44.2%にあた る339億元 は基本建設 に必要 な資
源調査,工 事の測量,設 計,器 材 の準備,設 備の大修理,技 術面,組 織面で の
措置,新 製品の試作,.各種 固定資産の購入 など...[業生産 と交通運輸,郵 便 ・電.
信.・電話制度の発展.各 経済部門 の流動資金,経 済及び文化教育 の事業費,専
門人材の育成 な どに当て られた19〕。 その投資 の配分比率は表1-zのよ うに規定
され,さ らに工 業 建 設投資 の うち,生 産 財 生産 部門(重 工 業)へ の投 資 が
88.8%,消費財生産部門(軽 工業)へ の投資が11.2%と定 められていた鋤。
基本建設投資額の以上の ような配分 比率 から見 ると,投 資の重点が工業に,
工 業の重点が重.1業にあ ることが分 か る。 このよ うに して,「一・・五」計画で
は.工 業総生 産額 は1952-1957年に98,3%増,年平 均成長 率 は14.7%,その う
19)李 富 春,前 掲 報告,25ペ ー ジ。
20)同 上,40ペ ー ジ 。
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出所=李 富春 「中国人民共和国の国民経済 発展 のための第一次九 ケ年計 画についての報告1,外
文出版 社,1956年,26ページよ り作成。




銑 鉄 万 トン 570.0 280.0
粗 鋼 万 トン 610.0 253.0
電 力 万Kwh 106.0 205.0
原 炭 万 トン 9,310.0 5,383.0
冶金 ・鉱山機械 万 トン …9.o. 7.0
発 電 設 備 万Kw 80.0 　
ト ラ ッ ク 万台 9.0 3.0
ト ラ ク タ ー 万台 1.5 一
化 学 肥 料 万 トン 91.0 28.0
セ メ ン ト 万 トン 360.0 236.0
綿 紡 錘 万錘 189.0 165.0
機 械 製 紙 万 トン 18.6 9.5
機 械 製 糖 万 トン 56.0 42.8
出所:同義1-2,28-29ページにより作成.
ち,近 代化.11業の生産額は104.1%増,年平均成長率 は15.3%とされZI),そして,
工業 建設項 目の規模,主 要工 業製 品.の生産能力,及 び生産量 な.どについ て表
1-3,表1-4のよ うに設定 されていた(表1-3,1-4参照)。
(2)農業建設
「一 ・五」計画では農業 に対 して,農 業(手 工業 を含 む)の 生 産協 同組合化
の基礎の上 に,農 業生産 の増産 を促進す る方針が実施される ことになつな。農
21)同 上,36ペ ー ジ。
中国中央集権的計画経済体制の形成 と第一次 五カ年計 画(1)(329)齢
表1-4「 一 ・五 」 計 画 期 にお け る主 要 工 業 製 品 の 生 産 量 計 画
単 位 1952年実 績 1957年計 画 1952一ユ957年
増 加 率(%)
粗 鋼 万 トン 135.00 412.00 205
発 電 量 億Kwh 72.60 159.00 119
原 炭 .万 トン 6,353.00 11:300.0 78
発 電 機 万Kwh 3.00 22.70 657
発 動 機 万Kwh 64.00 105.00 64
ト ラ ン ク 台 製造不能 4,000.00 一
セ メ ン ト 万 トン 286.00 600.00 110
硫 酸 万 トン 19.00 50,40' 165
ソ ー ダ 灰 万 トン 19.20 47.60 148
苛 性 ソー ダ 万 トン 7.90 15.40 95
化 学肥 料. 万 トン 3.90 31.50 708
機械 製 紙. 万 トン 37.00 65.00 76
綿 布 億匹 1.12 1.64 46
機械 製糖 万 トン 24.90 68.6⑪ ユ76
煙 草 万箱 265.00 470.00 77
(注)1一匹は36.58メートル。
出所:国表1-2,37ページにより作成。
業 の社会主義改造 について 「一 ・五 」計 画で は,農 業生産協同組合 に加 入す る
農家数が全農家数の1/3前後,そ の うち東北 地方 の各省,及 び山西省,河 北省,
山東省,河 南省やその他の古 くからの解放 区,根 拠地で は,協 同化の規模 は農
家数の半数前後 と予定されていた鋤。
手工業 の社 会主義改造 につ いて 「一 ・五」計画で は,1952-1957年の5年 間
に協 同組合 加 入手工業 者数 を210万人 に増や す こ と とした。 これは1952年の
21,8万人の8,6倍増であ った。
農業の増産に関 しては,5年 間で農業 と副業の総生 産額を23.3%増,年平均
成長率 を4.3%とし2`),1952-1957年の主な農産物の生産量 の増加量 について,
22)同 上,78ペ ー ジ。
23)李 富 春,前 掲 報 告,82-83ペー ジ。
.24)李 富 春,前 掲 報 告,41ペ ー ジ。
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表1-5「 一 ・五 」 計 画期 に お け る.主要農 産物 生 産量 計 画
単位 ユ952-1957年増加 量 1952一ユ957年増加 率(%)
食.糧 億斤 3,856,0〔} 17.6
綿 花 万担 3,270.00 25.4.
麻 類 万担 730.00 19.7
葉 煙 草 万担 780.0⑪ 76.6
甘 蔗 億斤 263.00 85.1
甜 菜 憶斤 42.7⑪ 346.4
油 類 億畝 ユ.18 37.80
(注):1斤=a.5キ ロ ゲ ラ ム,1担=0.05キ ロ グ ラ ム,1畝=0.66ア ヘ ク ター ル ロ
出 所:国 表1-2,41-42ペ ー ジ に よ り作 成.
表1-6「 一 ・五 」 計 画 期 に お け る 交 通 運 輸 の 増 加 計 画
(単位:億 トン 〔人},キ ロ(浬),%}
鉄 道 船 舶 自 動 車: 民用航空



















(3)交通運輸 と郵便 ・電信 ・電話事業
「一 ・五」計 画では各交 通運輸機 関,及 び郵便 ・電信 ・電話事 業 につい て,
その 目標が表.1-6のよ うに設定 され ていた。
5.年以 内に新設 され る鉄 道の幹線 と支線 は合計41000.キロ以上,こ れに修復
す る線 路,改 築す る線路,新 設す る線路,延 長す る構内線 と工業 及びそのほか
の専用線 の新設 を加 えると,鉄 道の総延長 距離は約10.000キロ増,ま た5年 間
に中央が投資 して建設 す る 自動車 道路の総延 長距 離は,約10,000キロ以 上で
7,000キロ増,汽 船 の純 トン数 は40万トン増距〕とした。
さらに,郵 便 ・電信 ・電話事業 につ いて,玉9前年 までに郵便路 線 の総 延長





.「一 ・五」計 画で は資本主義的工商業 の改.造について,資 本主義工業 の大部
分を多様 な形態の国家資本主義 に変 え,資 本主義 の近代 的工業 の大部分 をよ り
高度 な形態 の国家資本主義一.公私合営 に転化させ るこ と,資 本主義 的商業 の半.
数以上を国家資本主義 の多様 な形態の商業,ま たは小商 人や行商人の組織 す る
協 同化 した形態 の小商業 に変 えるとの]標 が設定 され だ η。
商業生 産につ いては,工 農業の発 展 と諸産業部 門の構成比率の変化を基礎 と
して,1957年にお ける商 品の全 国小 売総額 を498億元,1952年のそれ の約80%
増 とし,そ のうち国営商業 は約133%増,協同組合営 商業 は約240%増とした。
そ して.,1957年まで に一般小 売総額 の構成比 を,国 営及 び協同組合営 商業が
54.9%,国家 資 本 主 義 的 商 業 及 び 協 同組 合 の小 商 業 が24%,私 営 商 業 が
21.1%凋ととした。
(5)文化,教 育 と科学技術事業
「一 ・五」計 画で は経済建 設人員を養成す るために,1957年までに総合大学
と単 科大学,高 等 学校 の学生 数及 び小 学校 の児童数 を,そ れぞ れ43,4万人,
72.4万人,6,023万人(全 国の学齢児 童の70%以上 を占める)に 増やす ことと
した(1952年それぞれ のそれ に比 して127%増,178%増,ユ8%増)。5年間に,
科学研 究事業 も大幅 に拡充 し,中 国科学院に所属す る研究機関 を23増設 し,研
究人員 も3,400名増やす四〕。 また,大 規模経済建設 の需 要 に応 えるため に大学,
専 門学校 な どの再編成,拡 充,新 設 を行 うとともに,企 業 と機関の持 っている
有利 な条件 を活か して積極的 に人材 を養成す る とした。
(6)人民 の生活
人民 の生活 につい て 「一 ・五」計 画で は,5年 間 に就業者数 を合計 約422万
26)同 上,43-44ペー ジ。
27)同 上,92-93ペー ジ。
28)同 上,44ペ ー ジ 。.
29)同 上,44-45ペー ジ.
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人 に増加 し,労 働 者の平均賃銀 を33%上昇 させ,国 営企業 と国家機関が支 出す
る労働者保険基金,医 薬 費,福 祉 費,文 化教育費 を合計50億元以上に拡大 し,
国家 支出 による労働者住 宅 を面積で約4,600万mεに増やす。農村 人民 の生活改
善 について は,農 業生産の発展 と農産物の商品化率の向上によ り,購 買力 を 客
倍増,ま た災害に対 す る生産上,生 活上の救済 にもあ る程度の国家支 出を行 う
と策 定 した鋤。 さ らに,主 な消 費物資 につ いて1957年は1952年に比 して,食
糧 は13.3%,豚肉 は57.0%,食用 植 物 油 は65,9%,水産 物 は70.1%,塩は
34.3%,砂糖 は122.9%,綿布 は55.1%,メリヤ ス 類 は105.3%,ゴム 靴 は
69.8%,石油 は143.5%,機械製紙は89£%,煙 草は87.0%それぞれ増加すべ き
こととした鋤。
以下 「一 ・五」 計画 の手段,特 徴,問 題点 につい ては,稿 を改 め て検 討す
る。.
30)同 上,45ペ ー ジ。
31)同 上,102ペ ー ジ。
